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社会的養護経験者等に対する支援等の周知について 

 

「児童福祉法等の一部を改正する法律」（令和４年法律第 66 号。以下「改正法」

という。）において、児童自立生活援助事業の実施場所や年齢制限の弾力化により

対象の拡大を行うとともに、社会的養護自立支援拠点事業を創設し、措置解除者等

や虐待経験がありながらもこれまで公的支援につながらなかった者等（以下「社会

的養護経験者等」という。）に対する自立に向けたサポートを受けられる体制を整

備したところである。 

社会的養護経験者等が施設退所後等に困難に直面した場合等に相談窓口の情報

や支援内容等が予め社会的養護経験者等に確実に届くことが極めて重要であるこ

とから、今般、社会的養護経験者等に対して、相談先や受けられる支援に関する周

知に活用いただくことを目的として資料（チラシ）を作成したので、都道府県、指

定都市及び児童相談所設置市（以下「都道府県等」という。）においては、児童養護

施設等や社会的養護自立支援拠点事業所を通じて、社会的養護経験者等に対して本

資料の積極的な周知に努めることとされたい。 

 なお、本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の規

定に基づく技術的助言であることを申し添える。 

 

１．児童養護施設等への措置を解除された者等に対する周知について（別添チラシ

１） 

児童養護施設等は、退所した者に対する相談その他の自立のための援助も目的と

していることから、児童養護施設運営指針等において、退所後も施設としてこども

が相談できる窓口を設置し、こどもに伝えることとしている。 

また、児童自立生活援助事業は、改正法の施行により、児童自立生活援助の実施

を解除された者であっても、やむを得ない事情により都道府県等が児童自立生活援

助の実施を必要と認めた場合等は、再び同事業の対象者となり得ることを周知する

ことも重要である。 

このため、施設等退所前に本資料を活用して、退所後に困難に直面した際の相談

先や受けられる支援等について丁寧に説明を行い、施設等退所後においても自立に

向けた支援を受けられることを確実に周知すること。 



 
  

なお、既に施設等から退所等している者についても、必要な情報が届くよう配慮

すること。 

 

２．これまで公的支援につながらなかった者に対する周知について（別添チラシ２） 

虐待経験等がありながらもこれまで公的支援につながらなかった者等について

は、施設や支援を行う事業所等とのつながりがないことから、困難に直面した際の

相談先や受けられる支援等の情報が届きにくいことが考えられる。 

このため、本資料を活用して、広く各都道府県等及び社会的養護自立支援拠点事

業所等のホームページや SNS を活用して周知するとともに、必ず社会的養護経験者

等の意見を参考にした上で、公共機関（児童相談所、市区町村のこども家庭センタ

ー等）やショッピングモール等の設置場所を検討し、相談先や受けられる支援等に

関する必要な情報が届くよう対応をお願いする。 

 

 


